
参考様式１

　　　農山漁村活性化プロジェクト支援交付金交付対象事業別概要

＜連絡先＞
ＦＡＸ番号 メールアドレス

【記入要領】

計画主体名 ・市町村名にはふりがなをふること

・共同で作成する場合は、すべての計画主体を掲げるとともに、代表となる計画主体には（代表）と記載する。

計画期間 ・計画期間は活性化計画の計画期間を記入すること。

連絡先 ・共同計画の場合は行を追加し、全ての計画主体の連絡先を記入すること。

メールアドレス ・当該交付金に係る連絡に利用できるメールアドレスを記入すること。

t-hirayama@city.yamanashi.yamanas

担当課 電話番号

山梨市農林課 ０５５３－２２－１１１１
honobe-syz@pref.yamanashi.lg.jp

０５５３－２３－２８００　
山梨県耕地課（代表） ０５５－２２３－１６３０ ０５５－２２３－１６２４

計　画　主　体　名 計　画　期　間

ヤマナシケン・ヤマナシシ

山梨県・山梨市 平成２１～２３年度



Ⅰ　事業活用活性化計画目標

事業活用活性化計画目標の設定根拠

事業活用活性化計画目標の設定根拠

増加率等

事業活用活性化計画目標 　　　　　　　　　　　　　増　加　率　等　の  算　出
増加率等

定住等の促進に資する農業用用排水施設等の機
能の確保

7.5ha
計画区域における農業用用排水施設等の機能の確保（ha)
＝計画期間内に農業用用排水施設等の整備・保全により条件整備され機能が確保さ
れた農地の面積(ha)

　今般計画した農業用用排水路は、昭和32～48年頃に整備された水路であるため、老朽化により機能低下が著しく、漏水による用水不足や水路崩壊による周辺農地へ冠
水被害を起こしている。このため、施設整備を行い維持管理労力の軽減や生産性の向上を図り、７．５ｈａの農地を保全するものである。

事業活用活性化計画目標 　　　　　　　　　　　　　増　加　率　等　の　算　出



（交付対象事業別概要）

Ⅱ　活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標と交付対象事業の関連性

【記入要領】
・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。
・創意工夫発揮事業である場合は、事業内容の欄に一体として行う事業メニュー名及び一体的に行う必要性について併せて記載すること。
・事業メニューには、実施要領の別表の事業メニュー名を記入すること。
・地区名には、事業の実施地区名を記入すること。
・事業内容は、整備しようとする具体的な施設の内容を記載すること。
・事業規模は、施設毎の棟数と床面積、農道や森林管理道等の場合は地区名と延長など、それぞれの事業内容に応じた事業規模を記載すること。
・実施期間は、原則として３年以内とすること。
・活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標との関連性は、これら目標を達成する上で、各々の事業の実施が必要な理由を記載すること。

交付金要望
額

（千円）
事業メニュー名 地区名 事業内容 事業規模等 実施期間 事業実施主体

全体事業費
（千円）

農業用用排水施設 石森地区
農業用用排水施設等を整
備・保全し、農業経営改善
に資する。

用排水路
L=530m

Ｈ２１年～Ｈ２３年 山梨市 60,000 30,000 50/100 30,000

　定住等の促進に資する農業用用排水施設等の整備・保全により条件整備され機能
が確保される農地の面積を７．５haにし、離農者の抑制や定住の促進を目指す。

交付額算
定交付率

交付限度額
（千円） 活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標との関連性



Ⅳ　農山漁村活性化プロジェクト支援交付金年度別事業実施計画

輸出量
の増加

交流人口
の増加

定住人
口の増
加

輸出優先
枠関係

再チャレ優
先枠関係

計画主体名 整理コード

目標番号

山村 過疎 特農 半島 離島 豪雪
急傾
斜地

沖縄 奄美

事業別内容 内訳 H21 山梨県 19 山梨県・山梨市 2058 1 1 山梨市 石森地区 1
農業用用排水施

設
7 用排水路　Ｌ＝5３０ｍ H21～23

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

合計（Ｆ） 999 H23 H21～23

事業活用活性化計画目標等 H21 山梨県 19 山梨県・山梨市 2058 1001 9 7.5ha

1002

1003

1004

1005

1006

①事業費計（＝（Ｆ）） H21 山梨県 19 山梨県・山梨市 2058 2001

②ハード事業 H21 山梨県 19 山梨県・山梨市 2058 1 2002

創意工夫発揮事業 H21 山梨県 19 山梨県・山梨市 2058 1 2003

附帯事業 H21 山梨県 19 山梨県・山梨市 2058 1 2004

③ソフト事業 2 2005

創意工夫発揮事業 2 2006

④市町村等附帯事務費 H21 山梨県 19 山梨県・山梨市 2058 1 2007

⑤都道府県附帯事務費 1 2008

総合計（①＋④＋⑤） H21 1 19 山梨県・山梨市 2058 2009

 　うちハード事業（②＋④＋⑤） H21 山梨県 19 山梨県・山梨市 2058 1 2010

 　うちソフト事業（③） 2 2011

共同で計画作成を行う場合の内訳

○○町 事業費（ハード） 1

市町村等附帯事務費 1

事業費（ソフト） 2

××県 事業費（ハード） 1

都道府県附帯事務費 1

市町村等附帯事務費 1

事業費（ソフト） 2

地域指定状況
計画期間
最終年度

計画の
提出年

度

都道府
県名

都道府
県コード
（地方公
共団体
コード番
号（総務

省））

計画主
体コード
（地方公
共団体
コード番
号（総務

省））

市 町 村 名 地区名

増減率
等

ポ イ ン ト
※市町村合計
欄 に 記 入

ポ イ ン ト
※市町村合計
欄 に 記 入

ポ イ ン ト
※市町村合計
欄 に 記 入

優先枠関連指標 全　　体　　計　　画
事業活用活性化

計画目標
地域再生計画と

の関連

頑張る地方応
援プログラムと

の関連

遊休農地の解
消に向けた取

組の有無

実 施 期 間
増 減率

等
増減率

等

新規・
変更
の別
新規：
１
変更：
２

計画
番号

ハード事
業、ソフト
事業の
別
ハード：１
ソフト：２

事 業 メ
ニ ュ ー
番 号

事 業 メ ニ ュ ー 名
要 件 類 別
番 号

事 業 内 容 及 び
事 業 量増減率

等

関連する事
業は１を記

載

関連する事
業は１を記

載



事業内容及び
事　業　量

仕入れに係る

消費税相当額 事 業 費 交 付 金 額 事 業 費 交 付 金 額 事 業 費 交 付 金 額 事 業 費 交 付 金 額

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 ％ 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

山梨市 60,000,000 30,000,000 50/100 30,000,000 0 0 実施測量設計(1式) 20,000,000 10,000,000 100,000 9,900,000 0 33 10,000,000 該当なし 20,000,000 10,000,000 40,000,000 20,000,000 20,000,000 10,000,000 20,000,000 10,000,000

60,000,000 30,000,000 30,000,000 0 0 20,000,000 10,000,000 100,000 9,900,000 0 10,000,000 20,000,000 10,000,000 40,000,000 20,000,000 20,000,000 10,000,000 20,000,000 10,000,000

60,000,000 30,000,000 30,000,000 20,000,000 10,000,000 100,000 9,900,000 0 10,000,000 20,000,000 10,000,000 40,000,000 20,000,000 20,000,000 10,000,000 20,000,000 10,000,000

60,000,000 30,000,000 30,000,000 20,000,000 10,000,000 100,000 9,900,000 0 10,000,000 20,000,000 10,000,000 40,000,000 20,000,000 20,000,000 10,000,000 20,000,000 10,000,000

600,000 300,000 300,000 0 0 200,000 100,000 100,000 0 100,000 200,000 100,000 400,000 200,000 200,000 100,000 200,000 100,000

660,000 330,000 330,000 220,000 110,000 110,000 110,000 220,000 110,000 440,000 220,000 220,000 110,000 220,000 110,000

61,260,000 30,630,000 30,630,000 0 0 20,420,000 10,210,000 210,000 10,000,000 0 10,210,000 20,420,000 10,210,000 40,840,000 20,420,000 20,420,000 10,210,000 20,420,000 10,210,000

61,260,000 30,630,000 30,630,000 0 0 20,420,000 10,210,000 210,000 10,000,000 0 10,210,000 20,420,000 10,210,000 40,840,000 20,420,000 20,420,000 10,210,000 20,420,000 10,210,000

事 業 実 施
主 体

交 付 金 額

本年度までの累計

備 考

翌年度以降（予定）前　年　度　ま　で 本　年　度

交付額算定
交 付 率

Ｂ

交付限度額
Ｃ ＝ Ａ × Ｂ
(千円未満は
切 り 捨 て ）

交 付 金 額
Ｄ 事 業 費 事 業 費

本年度末
進 捗 率

Ｅ

単年度交付限
度 額

Ｃ × Ｅ － Ｄ
（千円未 満は
切 り 捨 て ）

事 業 費

全体事業費
Ａ

交 付 金 額
( 千 円 未 満
は 切 り 捨
て ）

交 付
金 額

（千円未満
は 切 り 捨

て ）

都道府県
費

市町村費
そ の

他
Ｈ 23

翌 年 度 以 降

事 業 費 交 付 金 額
Ｈ 22


